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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

  

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている
事業の内容に重要な変更はありません。 
また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第47期

第１四半期 
連結累計期間

第48期
第１四半期 
連結累計期間

第47期

会計期間
自 平成23年４月１日
至 平成23年６月30日

自 平成24年４月１日 
至 平成24年６月30日

自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日

売上高 (千円) 2,346,665 2,381,290 10,091,212 

経常利益 (千円) 34,823 118,333 375,255 

四半期(当期)純利益 (千円) 16,235 66,653 119,639 

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 17,462 64,133 119,963 

純資産額 (千円) 5,649,898 5,718,895 5,752,399 

総資産額 (千円) 11,386,462 11,155,504 11,583,960 

１株当たり四半期(当期)純利益金
額 

(円) 1.16 4.78 8.58 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 49.6 51.3 49.7 

２ 【事業の内容】
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第２ 【事業の状況】 

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関す

る事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したも

のであります。 

(1) 経営成績の分析 

当第１四半期連結累計期間（以下、「当四半期」という）におけるわが国経済は、依然として厳し

い状況が続くなか、復興需要等を背景として、緩やかに回復しつつあるものの、欧州債務危機を巡る

不確実性の高まりや、中国経済の成長鈍化、電力供給の制約など、景気が下押しされるリスクが存在

しております。 

 一方、航空業界は、昨年大きく影響を受けた東日本大震災や原子力災害に伴う航空需要の減少から

は回復しつつあり、航空各社による増便や路線の開設、本邦ＬＣＣの本格就航など、拡大基調に転じ

るとともに競争環境が激化しております。 

 このような状況下、当四半期の売上高は、23億81百万円と前年同四半期比34百万円（1.5％）の増

収となりました。 

 営業利益は１億29百万円と前年同四半期比81百万円（169.0％）の増益、経常利益は１億18百万円

と前年同四半期比83百万円（239.8％）の増益となり、四半期純利益は66百万円と前年同四半期比50

百万円（310.5％）の増益となりました。 

セグメントの業績は次のとおりであります。 

  

・動力事業 

前年同期に震災などの影響を受けた、成田空港をはじめとする国際線の回復に伴う販売増があり売

上高は、12億22百万円と前年同四半期比80百万円（7.1％）の増収となりました。セグメント利益

（配賦不能営業費用控除前）は、１億34百万円と前年同四半期比87百万円（186.2％）の増益となり

ました。 

  

・整備事業 

前年同期に受注した関西空港における手荷物搬送設備の補修工事の減等により売上高は、８億33百

万円と前年同四半期比１億27百万円（13.3％）の減収となりました。セグメント利益（配賦不能営業

費用控除前）は、79百万円と前年同四半期比31百万円（28.4％）の減益となりました。 

  

・付帯事業 

フードカート販売の増や格納庫内の航空機用電源装置更新工事の受注等により売上高は、３億25百

万円と前年同期比81百万円（33.3％）の増収となりました。セグメント利益（配賦不能営業費用控除

前）は、75百万円と前年同四半期比22百万円（42.7％）の増益となりました。 

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(2) 財政状態の分析 

当第１四半期連結会計期間の総資産は、前連結会計年度（以下「前期」という）末に比べ４億28百

万円（3.7％）減少して111億55百万円となりました。 

 流動資産では、前期末に比べ２億12百万円（4.1％）減少の49億69百万円となりました。主な要因

は、現金及び預金が30百万円、受取手形及び売掛金が３億14百万円それぞれ減少し、仕掛品が１億３

百万円増加したこと等によるものであります。 

固定資産では、前期末に比べ２億16百万円（3.4％）減少の61億86百万円となりました。これは、主

に有形固定資産が２億６百万円減少したこと等によるものであります。 

 負債合計は、前期末に比べ３億94百万円（6.8％）減少して54億36百万円となりました。 

 流動負債では、前期末に比べ２億50百万円（13.9％）減少の15億61百万円となりました。主な要因

は、営業未払金が83百万円、未払法人税等が55百万円、未払金や未払費用等その他の流動負債が１億

11百万円減少したこと等によるものであります。 

 固定負債では、前期末に比べ１億44百万円（3.6％）減少の38億75百万円となりました。これは、

主に長期借入金が１億45百万円減少したこと等によるものであります。 

 純資産合計では、前期末に比べ33百万円（0.6％）減少して57億18百万円となりました。これは、

当四半期純利益および剰余金の配当を加減算した結果、利益剰余金が30百万円減少したこと等による

ものであります。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結累計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な

変更および新たに生じた課題はありません。 

  
(4）研究開発活動 

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は、１百万円であります。 

なお、当第１四半期連結累計期間において当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はあり

ません。  
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第３ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

 
  

②【発行済株式】 

  

 
  

(2) 【新株予約権等の状況】 

  

該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

  

該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

  

該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(6) 【大株主の状況】 

  

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,000,000 

計 52,000,000 

種類
第１四半期会計期間末 

現在発行数(株) 
(平成24年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年８月13日)

上場金融商品取引所名 
又は登録認可金融商品 

取引業協会名
内容

普通株式 13,950,000 13,950,000 
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は1,000株
であります。 

計 13,950,000 13,950,000 ― ―

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成24年６月30日 ― 13,950,000 ― 2,038,750 ― 114,700 
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(7) 【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

平成24年６月30日現在 

 
(注) １ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式857株が含まれております。 

２ 当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成24年３月31日）に基づく株主名簿による記載をし

ております。 

  
②【自己株式等】 

平成24年６月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 普通株式 1,000 
（自己保有株式）

― ―

完全議決権株式(その他) 
普通株式
13,947,000 

13,947 ―

単元未満株式 
普通株式

2,000 
― １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 13,950,000 ― ― 

総株主の議決権 ― 13,947 ― 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式） 
株式会社エージーピー 

東京都大田区羽田空港 
一丁目７―１ 1,000 ― 1,000 0.0 

計 ― 1,000 ― 1,000 0.0 

２ 【役員の状況】
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第４ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成24年４月１

日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成24年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,133,621 2,103,192

受取手形及び売掛金 1,527,996 1,213,115

有価証券 890,779 890,921

商品及び製品 72,624 44,940

仕掛品 14,109 118,012

原材料及び貯蔵品 275,665 312,121

その他 266,586 286,931

流動資産合計 5,181,383 4,969,235

固定資産   

有形固定資産   

構築物 8,655,278 8,649,095

減価償却累計額 △6,581,605 △6,674,085

構築物（純額） 2,073,673 1,975,010

機械及び装置 7,888,852 7,901,702

減価償却累計額 △6,082,265 △6,139,073

機械及び装置（純額） 1,806,587 1,762,628

その他 1,932,930 1,936,748

減価償却累計額 △1,176,658 △1,212,479

その他（純額） 756,272 724,269

土地 110,608 110,608

建設仮勘定 458,032 426,614

有形固定資産合計 5,205,173 4,999,130

無形固定資産   

その他 51,422 47,906

無形固定資産合計 51,422 47,906

投資その他の資産   

その他 1,152,581 1,145,832

貸倒引当金 △6,600 △6,600

投資その他の資産合計 1,145,981 1,139,232

固定資産合計 6,402,576 6,186,269

資産合計 11,583,960 11,155,504
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（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年６月30日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 466,378 382,732

未払法人税等 82,053 26,552

その他 1,263,491 1,151,729

流動負債合計 1,811,923 1,561,014

固定負債   

長期借入金 2,307,700 2,162,475

退職給付引当金 1,457,125 1,482,068

資産除去債務 32,152 32,240

その他 222,659 198,809

固定負債合計 4,019,637 3,875,593

負債合計 5,831,560 5,436,608

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,038,750 2,038,750

資本剰余金 114,700 114,700

利益剰余金 3,598,943 3,567,959

自己株式 △630 △630

株主資本合計 5,751,762 5,720,779

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 636 △1,883

その他の包括利益累計額合計 636 △1,883

純資産合計 5,752,399 5,718,895

負債純資産合計 11,583,960 11,155,504
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

売上高 2,346,665 2,381,290

売上原価 2,103,808 2,061,871

売上総利益 242,856 319,418

販売費及び一般管理費 194,678 189,816

営業利益 48,178 129,602

営業外収益   

受取利息 77 413

受取配当金 434 769

保険事務手数料 352 345

その他 867 146

営業外収益合計 1,731 1,675

営業外費用   

支払利息 15,086 12,523

その他 － 420

営業外費用合計 15,086 12,943

経常利益 34,823 118,333

特別損失   

固定資産除却損 30 1,773

特別損失合計 30 1,773

税金等調整前四半期純利益 34,793 116,559

法人税、住民税及び事業税 6,956 22,278

法人税等調整額 11,600 27,628

法人税等合計 18,557 49,906

少数株主損益調整前四半期純利益 16,235 66,653

四半期純利益 16,235 66,653
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年４月１日 
 至 平成24年６月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 16,235 66,653

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,227 △2,519

その他の包括利益合計 1,227 △2,519

四半期包括利益 17,462 64,133

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 17,462 64,133
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【会計方針の変更等】 

  

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 該当事項はありません。 

  

(四半期連結損益計算書関係) 

 該当事項はありません。 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおり

であります。 

  

   

  

(株主資本等関係) 
  

前第１四半期連結累計期間(自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日) 
  

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 
  

該当事項はありません。 

  
当第１四半期連結累計期間(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30日) 

  

１．配当金支払額 

 
  

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの 
  

該当事項はありません。 

(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 
当第１四半期連結累計期間

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年４月１日以後に

取得した有形固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これによる、当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響額は

軽微であります。 

 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

減価償却費 242,901千円 217,210千万円 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月23日 
定時株主総会 

普通株式 125,533 9 平成23年３月31日 平成23年６月24日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月19日 
定時株主総会 

普通株式 97,637 7 平成24年３月31日 平成24年６月20日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第１四半期連結累計期間(自  平成23年４月１ 日  至  平成23年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  

Ⅱ  当第１四半期連結累計期間(自  平成24年４月１日  至  平成24年６月30日) 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 
  

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額

の主な内容(差異調整に関する事項) 

 
(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
動力事業 整備事業 付帯事業

売上高   

  外部顧客への売上高 1,141,264 961,336 244,064 2,346,665 

  セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― 1,769 1,769 

計 1,141,264 961,336 245,834 2,348,435 

セグメント利益 46,873 111,751 52,679 211,304 

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 211,304 

全社費用(注) △163,125

四半期連結損益計算書の営業利益 48,178 

  (単位：千円)

 
報告セグメント

合計
動力事業 整備事業 付帯事業

売上高   

  外部顧客への売上高 1,222,236 833,671 325,383 2,381,290 

  セグメント間の内部売上高又は振替高 ― ― 1,371 1,371 

計 1,222,236 833,671 326,755 2,382,662 

セグメント利益 134,146 79,978 75,168 289,292 

 (単位：千円)

利益 金額

報告セグメント計 289,292 

全社費用(注) △159,690

四半期連結損益計算書の営業利益 129,602 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 
(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

項目 (自  平成23年４月１日 
至  平成23年６月30日) 

前第１四半期連結累計期間
(自  平成24年４月１日 
至  平成24年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間

１株当たり四半期純利益金額 １円16銭 ４円78銭

（算定上の基礎） 

四半期純利益金額(千円) 16,235 66,653 

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 16,235 66,653 

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,948 13,948 

２ 【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

― 15 ―



  
平成24年８月13日

株式会社エージーピー 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社エージーピーの平成24年４月１日から平成25年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期
間(平成24年４月１日から平成24年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成24年４月１日から平成
24年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算
書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エージーピー及び連結子会社の平
成24年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

      新日本有限責任監査法人 

指定有限責任社員  
業務執行社員 

公認会計士  上  林  三  子  雄  ㊞ 

指定有限責任社員  
業務執行社員 

公認会計士  吉   田    英   志  ㊞ 

指定有限責任社員  
業務執行社員 

公認会計士  加   藤    敦   貞  ㊞ 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成24年８月13日 

【会社名】 株式会社エージーピー 

【英訳名】 AGP CORPORATION 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  杉 本  学 

 
【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都大田区羽田空港一丁目７番１号 

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 

 

 



当社代表取締役社長杉本学は、当社の第48期第１四半期(自 平成24年４月１日 至 平成24年６月30

日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしまし

た。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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